
神奈川県社会科部会　日世合同研究会 
@湘南高校 

歴史総合における「国民国家」概念の検討～世界史側の視点から～ 
報告：徳原拓哉 

0.報告の目的と問題意識 
世界史においては,国制論的に近年必ずしも「国民国家」概念が有効でないという指摘がなされて
きている。それは主に,中世・近世史の進展に伴う西ヨーロッパの相対化（＝地域化）が念頭に置
かれているためである。 
世界史における「国民国家」概念を検討する際には,歴史教育改革や教科書執筆がはじまった後
に,Covis-19下における国家・社会の変容が起きていることは無視できない。 
本報告では、国民国家の相対化論を再検討しつつ、歴史総合における国民国家考察の意義と留意
点について考えたい。 

１．Covid-19下におけるグローバリズムの後退と「国家」の前景化 批判 1

 　・”National Sovereignty”『国民の主権』概念の強化説  2
 　・「国民国家」の再浮上  3
 ⇨国家の前景化には「国民国家」か「主権国家」か、2つの分析軸がある。 

・池田嘉郎：両者とも成立しうるが,そもそも現代にあって両者の概念は浮上しうるほど強固か？  4
 ⇨コロナ禍において露呈したのは,むしろ国民国家の「脆弱さ」ではないか 
 ⇨1970年代以降の国民国家の変容：マルチカルチュラリズムと、国民国家内の規範の多元 
 　化の許容。 
 ⇨1980年代以降の新自由主義社会化：公共セクターの切り崩しと社会の格差拡大 
 ⇨コロナ禍での「脆弱さ」の露呈 
 　・国民国家形成過程に原因（旧ソ圏内における「市民社会」の弱さ/行政機構の強さ 
 　・グローバリズムに原因（欧米諸国における文化の摩擦・衝突） 
 　・新自由主義に由来（日本などにおける社会インフラのやせほそり） 
　⇨コロナ禍における「国家」の前景化は,行政機構の役割・資源の動員配置・住民の移動の制限 
　　＝国家主権の前景化として見る方向 
　⇨国民国家の再浮上として見た場合も,国境を越えた協力とローカルな場でのインフラ立て直し 
　　の中での「公共圏」の再浮上として見るのが大切ではないか。 
⇨コロナ禍を経て「国家」の見方は変化するのか/しないのか 
　＝少なくとも国家の役割の再検討は至る所で行われている。＝国民国家概念の再検討の必要性 

 池田嘉郎「コロナウイルス禍が照らし出す国民国家の弱さ」(Synodos)(2020,4/21),https://1

synodos.jp/politics/23463

 Yuli Tamir, “How the coronavirus pandemic resurrected the nation-state”, Haaretz2

 Gideon Rachman, “Nationalism is a side effect of coronavirus”, Financial Times3

Jan Zielonka “Has the coronavirus brought back the nation-state?”, Social 4

Europe,2020/3/26, https://socialeurope.eu/has-the-coronavirus-brought-back-the-
nation-state 
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1.学習指導要領上の記述について 

【　知識　】                                       【思考力判断力表現力】 
・欧米の市民革命や国民統合                  ・国民国家形成の背景や影響への着目 
・明治維新や大日本帝国憲法                  ・アジアとその他の国との比較 
⇨立憲体制と国民国家                           ⇨政治変革・国民国家について考察 
 

（文部科学省『平成３１年度改訂版　学習指導要領解説　地歴公民編） 



2.国制史における近代国民国家の相対化に向けて：視点の提示 
①　国民国家/ナショナリズム概念のイマはどうなっているのか（WINEの研究成果に基づく） 
②　国民国家と近代化、国民国家と大衆化、国民国家とグローバル化の関係をどう見るか。 

① 国民国家概念のイマ 
A：「帝国論」からの再検討 
 ・池田嘉郎＝19～20世紀を「国民国家」と「帝国」の殲滅ではなく、相互浸潤と捉える 
  ⇨帝国による国民国家モデルの導入・・・一方では帝国内の再編に、もう一方では 
　　　　　　　不安定化に作用＝第１次大戦による淘汰と再編＝「共和制の帝国としてのソ連」 
  ⇨多民族帝国では、公的なネイション形成と各民族単位のエスニック＝ネイション 
  　形成とが二重構造の状態で進行する。 
 ・池田に基づく「帝国モデル」と「国民国家モデル」 
  ・「帝国」＝コア地域＋それと文化的歴史的に異なる複数の周縁地域 
   　　　当地エリートと住民との間に支配-被支配の関係 
    ＊ただし、この整理は「最大公約数」的なものである 
  ・「国民国家」＝池田の整理では、フランス革命の過程が設定される。 
    　そこで「共和」化（身分制と封建的諸特権の廃止）を通過するこ 
    　とで、「臣民」を政治主体たる「国民」に置き換えていく過程を 
    　経た国家（＝池田のいう「共和制」はこの理解） 
  
・ケーススタディ 
 ⇨①「アファーマティヴ・アクションの帝国」（マーチン,2001) 
  1920年代の少数民族優遇政策を評価⇄長いスパンでの評価において適切ではない 
  ＝1920年代の少数民族優遇政策は、「遅れた」地域の発展を促進させ、社会主義 
  の段階に早く到達するためという至極国家的な目標の下にある。（池田） 
 　②「諸民族の帝国」（ハーシュ,2005) 
  ⇨ソ連は普段に歴史的な過渡期にある。⇄一定程度正しいが、個別の民族政策と共 
  和制という政体選択一般を統一的に理解するには不十分 
 　③「共和制の帝国」（池田,2012) 
  ここでは、フランス革命後、世界に「共和制」を経た国民国家モデルが登場したの 
  ちのあり方が問題となる。国民国家は明確な領域を持ち、領域内の住民の均質化を 
  志向する。一方で帝国は、本来領域的に可変的であり、その成員の多元性を担保し 
  再生産する（多元性をどのように再生産するかが帝国支配の制度的要である。） 
 ⇨「相互浸潤」：（あ）ナポレオン帝国＝「フランス国民の皇帝」として大陸支配 
    ⇨共和・自由を基調とした国民原理にナショナリズムが加わる 
    ⇨ウィーン体制によるモデルの封じ込めと1848以降の利用へ 
   　 （い）イギリス、フランスといった、国民国家原理をコアにもつ帝国 
   　 （う）大陸の帝国（オスマン、ハプスブルク、ロシア、清） 
    ⇨大陸＝境界の不明瞭さ 
    ⇨コアと周縁の差異の相対的な小ささ 
    ⇨伝統的な多元主義の根強さ 
 ★これらの見方の優位な点：フランス革命後の諸国の推移について「近代化・国民国家化
に成功した西欧列強と日本」VSそれらに失敗した「大陸帝国」という見方を脱して、「共和制」



化というインパクトを目の前にした各国がどのように自身の置かれた状況の中で新たな国制を模
索していったかという文脈で検討することができる（＝西欧中心主義の相対化） 

B：「主権国家論再考」からの問い直し 
 ・古谷大輔、中澤達哉ら、中近世国制論の立場からの突き上げ 
 ・問題意識：日本の歴史学におけるネイション・ナショナリズム研究＝アナール学派や二 
 宮史学に基づく「国民の社会史」へ注力。言語論的転回以降の近代論・原初論の沈滞 
 ⇨閑却されてきた、ケーニヒスバーガやエリオットらの「国制」論へ注目することで、国 
 民国家を”その外側”から再検討することであると考えられる。 

・前提知識：ゲルナー、エリオットらともに1960年代末～70年代に論考を出版＝これらは、近
代的価値観が前提にできなくなったポストモダン的な状況に対する反応（中澤） 
 　⇨ゲルナー的近代論：ネイションは①近代の構築物（想像）②これは、近代化・資本主 
 　　義化・産業化とともに成立する。 
 　⇨ケーニヒスバーガ,エリオット的複合国家論：近世国家は、単一の権力に集権化した 
 　　主権国家ではなく①複合的な国家形態②中世以来の代議制・身分制を保存した国家 
 　　⇨日本における二宮史学と酷似：日本において二宮史学がこちらの方面から注目され 
  なかったのは、日本における戦後史学の「市民社会」への着目が大きい 
 ・「礫岩国家」の射程：近世の複合国家の各被支配地域は、中世以来の法を保存しつつ、 
 　支配地域の元に「集塊」している⇨それらの組み替えや離脱が起きうる。 
 ・「主権国家の凝集性」⇄「礫岩国家の集塊性」という指標が手に入る。 

★この視点のメリット：構築主義的なネイション検討（それは歴史総合の教科書においても顕著
だが）が持つ陥穽は、それが最終的にネイションの均質性や高いエントロピー性を到達点として
議論が進むため、「国民」を相対化する視点が限られる。社団の解体と均質的市民の形成という
広義の封建制の解体という枠組みそのものを再検討しうる。＝近代市民社会の到来を産業化や資
本主義化という一本道だけ評価し得なくなる。 

👉 歴史総合の構成を考えた際には、A・BについてBの視点をそのまま組み込むことは難しい。た
だし、A・Bともに研究者群が被っており（池田・中澤ともにWINE会員）、その視座に共振する
部分はある。特に、（１）国制的な観点から国民国家を再検討している点 
   (２)ゲルナー的近代国民国家をその批判の対象として策定している点 
   (3）近世的多民族帝国の特性を主眼に、国民国家を相対化している点 
の3点は重要であると思われる。なぜなら、まず第１に歴史総合の目標において、国民国家は「理
解」の対象となるだけでなく、その特徴やその社会の変容を”多面的・多角的”に考察する必要があ
るためである。第２に、この新指導要領が2014年時点に作り始められ,2019年に改訂されたとい
うことは、新指導要領は「コロナ」を経験していない。その時、新指導要領における国民国家は、
「イマ」をどこまで反映し続けられるのだろうか。 



②　国民国家と近代化、国民国家と大衆化、国民国家とグローバル化の関係をどう見るか。 
歴史総合における「近代化」「大衆化」「グローバル化」＝独立した３項目ではない。 

（高等学校学習指導要領における「歴史総合（仮称）」の改訂の方向性として考えられる構成（ 
⇨このとき、「近代化と私たち」の中で登場する「国民国家」は、続く2つの大項目との関係を問
われ続ける。 
⇨生じる問題点：従来の配置・順序における「国民」の成立をどこに置くかのタイムラグ 
教科書はこれをどのように描いている？ 
 
学習指導要領の構成について 
大項目Ｂ及びＣの中項目（4）では，中項目（1）から（3）までの学習内容を踏まえ，「自由・ 制限」，「平等・格
差」，「開発・保全」，「統合・分化」，「対立・協調」など，現代的な諸課 題の形成に関わる歴史的な状況を考察す
るための観点を活用して主題を設定し，現代的な 諸課題の形成に関わる近現代の歴史を考察し，表現する。（１３５p）

⇨単元間の接続を考えた時に、各教科書は各中項目（４）において①「自由・制限」②「平等・格差」③「開発・保全」

④「統合・文化」⑤「対立・強調」の観点から、国民国家・ナショナリズムが下敷きになっている項目 

   ＊基本的に、「教科書的内容のみ」で付加史料なくナショナリズムの議論をしているもの 

   ＊ここでは主に、「包摂と排除（Race,Genderを含む）」「国民意識の創出・利用」 

   「伝統や正当性の創出」「国家間の領域の創出やせめぎ合い」「国家資源の配分」 

   をその視点とした（佐藤成基,2004,茨城大学政経学会雑誌 (74), 27-43,) 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中項目B（４） ①「自由・制限」 ②「平等・格差」 ③「開発・保全」 ④「統合・文化」 ⑤「対立・強調」

Y社「現代の」 女性の参政権運動 日清の近代化比較

T社「明解」 日米の先住民

T社「詳解」 ハワイの日系移民

J社「詳述」

D社 「文明」と「異文化」

S社「私たちの」 鉄道の建設と中国民衆

M社「私たちの」 貿易摩擦と国家間対立 明治期の森林活用 南北戦争と国民国家 日本の近代化

中項目C（４） ①「自由・制限」 ②「平等・格差」 ③「開発・保全」 ④「統合・文化」 ⑤「対立・強調」

Y社「現代の」 オリンピックと女性の権利 日米の移民 鉄道敷設

T社「明解」 男子普通選挙法

T社「詳解」 人々の「不平等」意識 基地問題

J社「詳述」 大衆消費文化と伝統文化

D社 メディアと大衆の政治参加

S社「私たちの」 ナショナリズムを考える

M社「私たちの」 
＊史資料なしのため、
問いのみから判断

国立自然公園の推進 アメリカの移民排斥 第一次大戦後のアジア諸国
のナショナリズムの挫折



３．「国家の前景化批判」批判　「国民国家の相対化」は正しいか？ 
【　前提　：　国民国家相対化論がなぜ焦点か。指導要領の時代性について考える　】 
この新指導要領が2014年時点に作り始められ,2019年に改訂されたということは、新指導要領は「コロナ」
を経験していない。＝「グローバル化」を一つのゴールとした時の留意点 
⇨「”現代的”な諸課題」＝「現代」≠「現在」・・・指導要領の時代性は問われるべき。 
⇨とすると、指導要領も、現在の「国家の前景化」「後景化」の中で再検討できるはず。 

○ 「歴史家」としての私たちの立ち位置（大門2017、小沢2017の整理による）  
	 ■ 敗戦～１９７０年ごろ：戦後歴史学 「皇国史観」、「時代状況への」”批判の学” 

	 ■ １９７０～１９８０年ごろ：社会史 ”批判の学”の継承 

	 	 →社会史から国民国家論、言語論的転回・構築主義・認識論の合流 

	 	 ＝戦後歴史学に対する方法論的転回 

	 ■ １９９０～現在 

	 	 ・新自由主義の進行＋グローバル化＝歴史学の地盤（それは沼？） 

	 	 ・歴史学が新自由主義時代を自らの課題として把握することの困難 

	 	 	 ①過去との切断が強調される（現在の現在性） 

	 	 	 新自由主義の問題が至極現代（さらには現在）のものとして把握される傾向 

	 	 	 ②新自由主義＝経済・財政政策に限った把握がうむ視座の狭さ 

	 	 	 ③フーコーの統治性を踏まえた議論の必要性＝権力の目的が労働を「カジュアル」 

	 	 	 「フレキシブル」「モバイル」なものへと変容させる社会の市場化へ 

	 新自由主義の用いる語彙は何か 

	 	 ④教育での市場原理と労働規律を内在化させた主体形成 （「クリエイティヴな人材」？） 

	 	 ⑤「地域」把握の変容：国家への対峙→地域が直接グローバル資本と対峙 

	 	 	 →新自由主義が周辺地域により大きな構造的矛盾をもたらす 

	 	 	 ・周辺地域の分析、グローバライザーの分析双方が必要（客体と主体） 

   →後述するミクロヒストリの可能性ももたらすと考えている。 
 
★この時、現在の「国民国家」相対化論の特徴＝脱領域化に着目 
 【復習】👉 コロナ禍で露呈した「国民国家」の諸問題ー第１項の池田嘉郎の指摘＝現代を現在として切断？ 

[  ケーススタディ　] Black Lives Matter 
 👉 コロナ禍で露呈したヴァーチャルなコミュニティの可能性/不-可能性＝コロナに伴う各国の感染症政策、 
 　 BLMの問題をどう考えるか 

Q１：なぜBlack Lives Matterは「イマ」起きたのか。 
問い：警官暴力の問題は黒人にとっては奴隷制時代からずっと問題だったはず。現代的な刑罰国家の問題に関して 
 も、少なくとも70年代から。80年代以降は大きな問題へ。だったら、なぜ「イマ」なのか。 

「国民国家」における脱領域を志向する研究方向＝メディアの特性への着目 
①Movementのプラットフォームの問題 
 #Hashtag Democracy : SNSの空間的特性＝国境を超えたアゴラ（五野井,2020.Cox,2017,J Ince, F Rojas, CA 
Davis,2016など) 
 ⇨SNSを人々の行動の共同体（＝アーレントのいう「ポリス」：一定の物理空間ではなく人の行動の共同体） 
 として見る 
 ⇨SNSのプラットフォームがもたらす脱国境性や新たな階級性への可能性に期待 

https://scholar.google.com/citations?user=G-SGvMQAAAAJ&hl=ja&oi=sra
https://scholar.google.com/citations?user=oZC6UJsAAAAJ&hl=ja&oi=sra
https://scholar.google.com/citations?user=oZC6UJsAAAAJ&hl=ja&oi=sra


 #Stream Democracy : スマートフォン、FBやインスタグラムによる警官暴力の可視化 

（徳原,2020,神奈川県立鶴見高校人権研修資料) 

⇨ホントか？ 
 ・だとすると、なぜ2012年には始まっていたこの運動が、2019年になって急速に拡大した？ 
 ・だとすると、なぜこの運動は「Black」に拘泥するのか。 
⇨それは、端的にこの運動そのものがアメリカというネイションの問題と切り離せないから。 
      ＝アメリカという（人種＝国民）国家 
 ・Aricia Garza(BLMの創始者、アクティベーターの一人）⇨「私がずっと躍起になっていたのは、BLM 
        をハッシュタグからストリートに移すこと」 
 ・BLMの戦略＝戦略的に運動の中心を作らない＝公民権運動、BPMからの学び 
 ・〇〇 Lives Matterへの早い対応＝BPMの失敗からの学び 
⇨とするなら、BLMはBPMと比較されるべき歴史に根ざした運動。 
　Q：なぜBPMは７０年代以降アイデンティティポリティクスに分解していったのに、BLMは7年以上運動を維持して 
　　　いるのか。 

👉 「国民国家」/「脱領域的な空間」のダイコトミーで時間軸を「現在」に分断してしまうのではなく、「国民国家」
に根ざした部分と、そうではない部分との「間」「関係性」こそが問われるべき。＝歴史総合においても同様 

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊ 
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